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・市内における情報伝達手段の現状と今後の在り方について
　　　行政サービスとしての情報は等しく保障されるべきであり、市民生活に大きな影響

を及ぼす情報伝達手段の地域差は公平性の観点からも大きな政策課題である。地域
ごと個別の仕組みを維持していくのか、市として統一化・共通化を目指していくの
か。有線放送終了後の情報伝達の空白について市の認識はどうか。

・上田市火入れに関する条例について
　
◆18番（井澤毅君）
　議長の許可をいただきましたので、通告に従い、まず市内における情報伝達手段の現状
と今後の在り方について、順次質問させていただきます。
　昨日は、佐藤議員が真田地域の地域コミュニケーションアプリ、キクもんについて質問
されたわけですが、この情報伝達手段の問題は、単なる設備更新や仕組みの見直しではな
く、市の将来に関わる極めて重要な基盤の問題であると認識しています。
　第１に、防災・減災の観点において、近年、地球温暖化の進行により自然災害は頻発化、
激甚化しています。線状降水帯の発生や短時間豪雨など、これまでの想定を超える事態が
現実のものとなっており、それはいつ、どこで発生するか分かりません。
情報の迅速かつ的確な伝達の重要性は一層高まっています。
災害時に重要なのは、情報を発信したかどうかではなく、市民一人一人に確実に届いた
かどうかであります。とりわけ高齢者や、いわゆる情報弱者を含め、停電や通信障害が発
生した状況下においても機能する仕組みを備えることは、市民の生命、財産を守る行政の
責務であります。
　第２に、自治会役員の負担軽減の観点において、魅力あるまちづくりの中心となるのが
自治会であり、何かあったとき最も頼りになるのも身近な自治会であります。
しかしながら、少子高齢化が進む中、自治会役員の担い手不足は深刻であり、今定例会に
おいても20の自治会の存在が危ぶまれるとの答弁もありました。役員の負担軽減は喫緊の
課題であります。情報伝達が効率化されることにより、連絡や回覧の負担は軽減され、災
害時の安否確認も迅速化されます。
情報伝達体制の整備は、持続可能な自治会運営のための必須の条件であると考えます。
　第３に、地域コミュニティーの維持強化の観点において、災害や不測の事態が生じた
際、頼りとなるのは近隣住民であり、そのためには日頃からのつながりが不可欠でありま
す。平時から情報を共有し、顔の見える関係を築いておくことが、いざというときの共助
の力となります。情報伝達手段は単なる連絡ツールではなく、地域内のコミュニケーショ
ン、そして持続可能な地域づくりを支える基盤であると考えます。
　そこで、お伺いします。
市の情報伝達手段は、これまでの合併の経緯などから地域により様々で、異なる仕組みと
なっているが、現状はどうか。
地域独自の情報伝達手段があるエリアは、市のどの程度を占めるのか。
武石地域では、武石オフトークが平成27年２月に廃止され、平成30年１月に武石地域情報
伝達システム（エリアトーク）が設置され、また真田地区有線放送電話は令和５年３月末
で終了し、令和６年10月１日からキクもんが運用されている。
さらに、ＪＡ信州うえだ農業協同組合の有線放送も長年にわたり運用されている。
それぞれの長所、短所をどのように評価しているか。



また、運用状況をどのように把握しているか。
　以上お伺いし、最初の質問とさせていただきます。

◎政策企画部長（大矢義博君）
　まず、市の情報伝達手段について申し上げます。
　市民の皆様の情報の受け取り方や利用環境が多様化していることを踏まえ、市としまし
ては様々な媒体を活用しながら、より多くの皆様に確実に情報をお届けできるよう工夫を
重ねてまいりました。
　全市的な情報伝達手段といたしましては、広報紙やホームページに加え、平成23年には
全市一斉の配信が可能なメール配信システムを導入し、このメール配信システムは、その
後、順次、丸子地域、真田地域、武石地域、それぞれが情報発信できる仕組みを構築して
まいりました。また、平成27年にはＸを、令和４年にはＬＩＮＥの運用を開始するなど、
市民の皆様のニーズに合わせ、全市的な情報発信媒体の多重化に努めております。
　一方、地域内の情報伝達手段として、主なものには有線放送などがございます。
こちらは合併以前の旧市町村ごとに整備されてきた経緯もありますので、現在も市内で異
なる仕組みが併存している状況でございます。昭和30年代から整備された有線放送です
が、塩田、真田、武石地域の有線放送が既に廃止されており、真田地域には地域コミュニ
ケーションアプリ、キクもんが、武石地域には音声放送システム、武石エリアトークが地
域内の伝達手段としてございます。
また、民間主体の有線放送として、上田地域には上田有線放送と川西有線放送、丸子地域
には丸子有線放送がございます。
　次に、ご質問の地域独自の情報伝達手段があるエリアについてでございますが、これま
で申し上げた地域の情報伝達媒体は、市内において塩田地域を除くエリアを網羅しており
ます。加入世帯数から見ますと、令和７年４月１日現在、上田、川西、丸子の３つの有線
放送と武石エリアトークを合わせて5,010世帯、住民基本台帳の世帯数から算出した加入
率は約8.7％となります。
また、真田地域のキクもんにつきましては、アプリという特性上、加入率の算出はできま
せんが、令和８年１月末時点における登録者数は2,156件という状況でございます。
　次に、ご質問の武石エリアトーク、キクもん、有線放送の運用状況及び長所、短所につ
いて申し上げます。
まず、武石エリアトークにつきましては、住民自治組織である住みよい武石をつくる会に
より運営されておりまして、無線電波を使用した音声による伝達システムで、地域情報な
どを配信しています。長所といたしましては、音声で情報が配信されるため、高齢者等に
も情報が届きやすいこと、受信機の設置が簡易であること、また対象地区を選択した災害
時の情報発信などが挙げられます。一方で、加入率の維持や多様なニーズへの対応が課題
となっております。
　次に、真田地域で運用しているキクもんにつきましては、アプリをダウンロードするこ
とで、スマートフォンやタブレット端末から情報を受け取ることができます。
長所といたしましては、音声での情報配信に加え、通知文など文書の配信も行えること。
また、自治会内での情報共有などコミュニケーションツールとしても活用できることか
ら、自治会役員の負担軽減につながっていることなどが挙げられます。
さらに、災害時における同報系伝達手段としての役割も担っており、プッシュ型の情報伝
達システムとして機能する点も利点と認識しております。



一方で、モバイル端末をお持ちでない方への対応や、アプリ導入に際する支援体制の強化
などが課題として挙げられております。
　有線放送につきましては、信州うえだ農業協同組合、川西有線放送農業協同組合、丸子
有線放送農業協同組合の３事業者が、上田、丸子、川西の各地域で有線放送事業を展開し
ており、主に定額での地域内通話と音声放送を実施されております。
長所といたしましては、地域に根差した情報発信ができること、高齢者等にも情報が届き
やすいこと、対象地区を選択した発信ができることなどと捉えております。
一方で、設備等の老朽化と維持管理、加入者の減少などが課題であるとお聞きしておりま
す。
　このように地域内での情報伝達手段については、有線放送や音声配信システム、コミュ
ニケーションアプリを活用している地域に加え、個別にＬＩＮＥやアプリを導入している
自治会などもあり、市全域としては、実施主体や方法などが統一されていない状況にある
と認識しております。
　以上でございます。

◆18番（井澤毅君）　
それぞれご答弁いただきました。市町村合併などのこれまでの経緯により、地域ごとに
様々な情報伝達手段となっていることは承知しております。しかしながら、市民生活に大
きな影響を及ぼすこの情報伝達手段に地域差が生じているとすれば、同じ市に暮らす市民
の公平性の観点からも大きな政策課題であると考えます。
　昨日の佐藤議員の一般質問に対する答弁をお聞きし、長年にわたり運用された真田地区
有線放送電話事業終了後の情報伝達手段について、地域の皆さん、地域自治センターの皆
さんが様々ご検討いただいた中で大変ご苦労いただき導入に至ったキクもんですか、この
お話を聞きまして、今後の可能性というのを非常に感じたところでございます。
過日、私もこのアプリをインストールし、利用を始めてみました。ですが、真田地域外の
ため、お知らせや掲示板など利用することはできないわけですが、アプリの利便性は実感
することができました。
　上田市のホームページでは、キクもんとは、上田市による新たな地域コミュニケーショ
ンアプリです。自治会などの活動における連絡ツールとしての活用のほか、上田市からの
防災行政情報も音声や文字情報で届きますと説明されています。市民の生命、財産を守
り、自治会を守り、地域のつながりを守る行政サービスとしての情報はひとしく保障され
るべきものであります。そのための基盤として情報伝達手段をどのように位置づけ、どの
ような方針を持つのか、上田市としての明確な方向性が求められていると考えます。
　そこで、お伺いします。
防災・減災、自治会役員の負担軽減、地域コミュニティーの維持・強化の観点から、情報
伝達手段は必要不可欠と考える。今後も地域ごとに個別の仕組みを維持していくのか。
それとも、市として統一化や共通化を目指していくのか。
塩田有線放送は平成23年４月に廃止された。川西有線放送は令和８年２月、今月をもって
終了となる。長年地域を支えてきた連絡手段が失われ、情報伝達の空白が生じつつある状
況について、市はどのような課題認識を持っているのか。
　以上、お伺いします。

◎市民まちづくり推進部長（堀内優市君）　
自治会などの地域コミュニティーにおける情報伝達には、市から地域コミュニティーへ



の情報伝達と地域コミュニティー内での情報共有の２つの要素がございます。
　市から地域コミュニティーへの情報伝達につきましては、個別の仕組みとしては、先ほ
どの答弁のとおり、有線放送や真田地域ではキクもん、武石地域ではエリアトークなどが
ございます。
全市的な統一化した仕組みとしては、「広報うえだ」、メール、ＬＩＮＥ、ケーブルテレ
ビでの発信に加えて、有事の際に市から全自治会へ避難所の開設を依頼する手段として、
令和２年に構築しました緊急メール配信システムなどがございます。
　地域コミュニティー内での情報共有につきましては、それぞれの自治会が目的に応じて
主体的に判断し、運用されていますが、市内55の自治会では屋外放送施設を整備して伝達
を行っていたり、自治会独自のホームページやＬＩＮＥ公式アカウントを開設して、コ
ミュニケーションツールとして活用している自治会が、確認している限りで31自治会ござ
います。様々な媒体を活用して運用いただいているところでございます。
　市から地域コミュニティーへの情報伝達につきましては、伝達手段を複数用意するとと
もに、特に防災面におきましては、発信する情報が確実に相手方に届く仕組みづくり、す
なわち多重化が必要であると考えておりますことから、今後も引き続き様々な媒体を通じ
て情報発信を行ってまいりたいと考えております。
　こうした中、令和３年には市が全額補助を行いまして、全自治会を対象に自治会連合会
のホームページを立ち上げ、情報伝達や情報共有を図るため、いわゆる自治会の見える化
に取り組んだ経過がございます。これまでに実際にホームページに掲載された自治会は全
体の７割にとどまり、ウェブサイト内の情報は常に更新していく必要が生じるため、自治
会からの情報発信が活発にはなされず、なかなか活用されていない状況となっておりま
す。
　また、昨年10月に行われました市政三者懇談会では、人口減少、少子高齢化が進む中、
自治会役員の負担軽減に向け、情報伝達の効率化について要望をいただいたところでござ
います。
そうした一方、自治会連合会が独自に行いましたアンケート調査によりますと、デジタル
化の必要性を感じている自治会は約３割にとどまり、新たな負担が生じるため、これ以上
対応できないといった意見もいただいています。
　市といたしましては、市から地域コミュニティーへの情報伝達と地域内での情報共有が
共に図れる媒体について、発信する側も受け取る側も負担がかからない仕組みを今後検討
していく必要があると考えておりまして、地域ごとの個別の仕組みの充実と、目的によっ
ては市として統一化していく伝達の仕組みを併用していくことが望ましいと考えておりま
す。
　次に、有線放送廃止に伴う課題認識についてお答えいたします。
市内の有線放送の放送所の多くは、昭和30年代後半から40年代前半にかけまして、主に農
事放送を目的として開局し、行政からの情報伝達や地域コミュニティー内の情報共有手段
としても利用されてまいりました。その後、市町村合併などを経験する中で、行政組織と
して編入したもの、農業協同組合として引き続き存続したものと、様々な経過を踏まえま
して今日に至っております。
　現在、市内で音声による情報伝達ができない地域といたしましては塩田地域があり、今
月末をもちまして川西地域が加わることとなります。
こうした空白地域が発生する背景といたしましては、そもそも農家の減少や、生活スタイ
ルの多様化により有線放送の必要性が薄れたことや、スマートフォンなどの情報端末の普



及拡大に伴いまして有線放送に対する需要が減り、加入率が減少したことが理由の一つと
して考えられます。
有線放送の終了に伴う空白地域の発生につきましては、市といたしましても、情報伝達媒
体の減少という側面から、有線放送に代わる情報伝達手段や、デジタル技術を活用した情
報伝達の仕組みづくりなど、必要性を含めて総合的に判断する時期に来ているものと考え
ております。
　以上でございます。

◆18番（井澤毅君）　
ご答弁いただきました。そうですね。もうちょっと何か方向性が示されるというか、
ちょっと私びっくりしましたが、さっきお話ししたように真田地域でやられているキクも
ん、これは実際に運用されていて、非常に有効な手段だなと私も感じました、先ほど言っ
たように。けれど、市としてはそれを市内に展開していくとかそういうことは考えられて
いないのですね。これはアプリをダウンロードしてやるだけで、あれだけの情報といいま
すか、できるわけです。
　取りあえず、この後も質問します。川西有線放送、今月でなくなるに当たって、これも
真田の有線放送と同じで、別に伝達手段を必要としないから終わりになるというわけでは
なく、様々な理由があって終了せざるを得ない状況だということなのです。それはご承知
だと思いますが、真田地域と同じく、この代替の情報手段を模索しているわけです。
　今回も上田市のほうに、その辺、相談にいきましたが、何の方向性もアドバイスもいた
だけなかったという話もいただいています。それで、組合長さんや担当者が独自に業者を
当たったり、見積りを取ったり、また新たな地域内の何かそういったシステムにお金をか
けたりしながら導入しようと今検討しているのです。
私、それに非常に、ちょっと変だなというか、真田で実際にああいうことを今やられて
いて運用されている。であれば、市がそういった方向性を示して、こういうものがありま
すが、運用しませんかと。別にアプリを入れて運用することにそれほど大変なこともな
く、またその後、別の形に移行もしやすいのではないかと思うのです。
ちょっと時間の関係もありますし、次の質問をさせていただきます。
市の方針、もっとしっかりしたものがあると思ったので、この質問にしているのですが、
自治会長や地域に対して、これまでどのように示してきたのか。
また、今後、いつ、どのような形で示していくのかという質問なのですが、これはないの
かなと思います。
　あと、地域で新たな情報伝達システムを導入する場合、市は財政面、技術面、運用面に
おいてどのような役割を果たすのか。情報伝達手段に関する市としての方針について、い
つまでにどのような形で示す考えか、お伺いします。

◎市民まちづくり推進部長（堀内優市君）　
市における統一した情報伝達手段についての方針ですが、地域コミュニティー内での情
報共有につきましては、それぞれの自治会が目的に応じて主体的に判断し、目的に応じた
情報共有媒体を活用していただくことを基本としてきましたことから、これまで市として
の方針を定めることは行っておりませんでした。
　市からの情報伝達につきましては、市民一人一人の状況に応じた情報入手が可能となる
よう、メール配信をはじめＬＩＮＥなどのＳＮＳ、災害情報などは直接自治会長に電話す
るなど、情報の多重化、多様化に努め、手段が増えるたびに「広報うえだ」やホームペー



ジなどを通じて周知を図ってきたところでございます。
今後につきましては、市政三者懇談会における自治会からの要望を踏まえ、まずは自治会
連合会の役員の皆様との協議を重ねることや自治会へのアンケート調査を行う中で、持続
可能な簡素な仕組みを見いだしていきたいと考えております。
　次に、新たな情報伝達システムを導入する場合の市の役割でございますが、真田地域で
導入しましたコミュニケーションアプリ、キクもんは、国のデジタル田園都市国家構想交
付金を活用し、総額で2,400万円余の事業費をかけて整備してまいりました。
　仮に、キクもんを全市に展開するとした場合には、通信費や端末整備費などを除いたシ
ステム構築費やシステムの維持管理費等で、少なくとも毎年1,000万円程度の運用経費がか
かっていくことが想定されます。
こうしたことから、まずは既存の情報共有媒体のさらなる活用促進に努め、取り組む必要
があると考えておりますが、自治会連合会との協議を踏まえる中で新たなシステムの導入
をすることとなった場合は、市民にとって使いやすく、平時から多くの皆様に利用いただ
けるものとすることはもちろんですが、維持管理経費等を含めた財源の検討も重要でござ
います。
さらには、情報を発信する側の体制の構築と、日々情報を確保するといった視点が必要で
ありまして、例えば真田地域では地域自治センターがその役を担い、武石地域ではまちづ
くり組織がその役割を果たしています。
　市に求められる支援としましては、システム導入後に利用者に対するシステムの使用方
法等につきまして分かりやすく伝え、誰もが利用できるシステム構築に向けて、地域の皆
様とともに自治会をサポートしていく必要が生ずるとともに、住民自治組織単位での一つ
の地域課題として捉え、解決に向けて一緒になって取り組んでいくことも想定されると考
えております。
　最後に、市の今後の方針についてですが、情報伝達手段につきましては、市から地域コ
ミュニティーへの情報伝達と地域内での情報共有の２つの側面があることから、システム
はこの２つの側面を高次元でバランスよく達成できるものとしなければならないと考えて
おります。
そのため、方針決定に際し、庁内関係課による検討と、自治会連合会をはじめとする地域
コミュニティーの皆様との協議を重ねるなど、関係する皆様との合意形成の上で決定する
必要があると考えております。
また、情報伝達の効率化に伴い、紙を使った既存のアナログ媒体の在り方についても検討
していく必要があると考えております。
　社会情勢が大きく変化する中で、地域コミュニティーに対する情報伝達の在り方も大き
く変化していることから、新たなシステムの導入に当たりましては、必要性、経済性、妥
当性、将来性、導入による効果など、あらゆる角度から総合的に判断し、決定してまいり
たいと考えております。
　市といたしましては、今後も継続して、自治会連合会をはじめとする地域コミュニ
ティーの皆様と意見交換を行う中で、方向性を見いだし、取り組んでまいりますので、ご
理解をお願いしたいと思います。
　以上でございます。

◆18番（井澤毅君）
　冒頭にも申し上げましたが、この情報伝達手段の問題は、私は単なる設備や仕組みの見



直しにとどまるものではなくて、本当に大きな問題だと思います。
市民の生命財産にも関わる防災・減災の問題、また上田市でも大変今大きな問題となって
いる自治会とか、地域コミュニティーの維持のために、今のご答弁聞いていると、これ何
年先の話なのかなという感じですが、本当に急いでやらなければ、現に今そうやって空白
地帯が生まれてきてしまうわけです。
地域コミュニティー、特にコロナ禍でつくづく皆さん感じたと思います。
その３年、４年、５年というこの空白だけで、地域のコミュニティーというのは一回崩れ
るとなかなか戻らないですよね。やっぱり日頃からの地域コミュニティーが大事だと思い
ますし、これからの上田市、本当にそういったものをしっかりやっていかなければ明るい
上田市になっていかないと思います。
次の質問もあるので、これまた改めて私質問させてもらいますが、早急に庁内どこの部署
ということなく、全て関係するので、この問題については進めていただきたいと思いま
す。よろしくお願いします。
　次の質問に移ります。
上田市の火入れに関する条例について質問させていただきます。
昨年春先に全国で多発した大規模林野火災、上田市においても、ちょうど１年前になりま
すが、２月28日、武石地域で大規模林野火災が発生してしまいました。
そして、今年は30年に１度レベルの記録的な少雨になっているとして、北日本から東日本
の太平洋側と西日本に少雨に関する気象情報が発表され、林野火災などの注意を呼びかけ
ている状況となっています。
　地球温暖化による気温の上昇に伴って、大気が含むことのできる水蒸気の増加が主な原
因となって、乾燥と豪雨の二極化を引き起こしていると言われています。
乾燥は、森林の土壌や植生に蓄えられている水分が不足し、地表面が非常に乾燥した状態
になり、火種が燃え広がりやすい状況になり、大規模林野火災の要因となります。
そして、林野火災が発生する原因は、世界でも日本でも最も多いのが人為的な理由と言わ
れています。日本では99％が、たき火、火入れ、放火、たばこなどの人為的理由が原因と
言われています。
　そこで、お伺いします。今定例会に提案されている議案第13号、上田市火入れに関する
条例中一部改正は、令和７年２月26日に発生した大船渡市林野火災を受けて、林野火災予
防の実効性を高めるための改正という認識でよいか、お伺いします。
　また、上田市において、ここ５年間の火入れの許可申請は、春先に菅平地区の牧草地に
おいて行われるものだけと承知しているが、これに間違いないか、お伺いします。

◎産業振興部長（北沢健治君）　
まず、令和７年２月に岩手県大船渡市で発生したこの林野火災は、3,370ヘクタールを焼
損する国内最大規模の林野火災となり、また武石地域を含め全国各地でも林野火災が発生
する事態となりました。
　こうした状況を受けまして、消防庁と林野庁では、大船渡市での林野火災を踏まえた消
防防災対策の在り方を検討する中、記録的な少雨時において火の取扱いに対する注意喚起
を行う取組として、林野火災注意報を創設し、注意報と警報の的確な発令等により、林野
火災予防の実効性を高めることが必要であるとの報告書を取りまとめ、自治体に対しまし
ても火災予防条例の改正と運用を求めることになりました。
　これを受けまして、上田地域広域連合の火災予防条例におきましても、林野火災注意報



等を発令するための規定を設けた火災予防条例が昨年改正され、本年１月から施行された
ことに伴いまして、現在、消防本部では林野火災注意報の発令等の注意喚起が行われてお
りまして、消防団の皆様の啓発にも感謝しているところでございます。
　また、国からは、都道府県を通じて各自治体の火災予防条例に林野火災注意報または林
野火災警報が位置づけられた場合には、市町村の火入れに関する条例において、林野火災
注意報等が発令された際の対応を明記する旨の通知がございました。
　これに基づきまして、本定例会におきまして、火入れに関する条例中、火入れの中止を
規定する条項において、火災に関する警報もしくは林野火災に関する注意報に改めるなど
の条例改正案を上程させていただいたところでございまして、広域連合の火災予防条例に
基づく火災に関する警報や注意報の発令時における火入れを制限するとともに、消防本部
と連携することで林野火災予防の実効性が向上するものと捉えております。
　次に、上田市における過去５年間の火入れの許可申請につきましては、議員ご指摘のと
おり、春先に菅平高原の森林に隣接する牧草地の一帯において行われる火入れのみとなっ
ております。これは病害虫駆除や採草地改良が主な目的ではございますが、上信越国立公
園における貴重な草原の生態系の維持や保全の役割も果たしており、産業や観光の振興の
視点も含んだものとなっております。
　以上でございます。

◆18番（井澤毅君）
　ご答弁いただきました。この火入れにつきましては、昨年の６月定例会で質問させてい
ただきました。その際も答弁をいただき、本当に多くの矛盾と不備を私は感じました。
　火入れを制限するというのはいいのですが、今ご答弁ありましたように、上田市の場合
は菅平高原の野焼きだけが火入れに該当するという解釈なわけです。
火入れとは、土地の利用上、その土地の上にある立木や雑草等を面的に焼却する行為と
し、それ以外の森林内や、その周辺でたき火を行う場合などの小規模な焼却行為は面的な
焼却行為ではないことから、火入れに該当しないとのご見解をいただいたのです。
　この面的な焼却行為は何かということ、これについて上田市では明確な基準を示されて
いないのです。示されませんでした。ですから、今回もこの火入れに関する条例といって
も、菅平の野焼きだけで、日常的に行われているものについては該当しないということな
のです。
ただ、これ前回も指摘させていただきましたが、自治体によっては明確にそういうこと
を、この火入れ、焼却する面積が100平方メートル以上の場合は火入れにするとか、火入
れとは、農地、原野、田畑など、枯れ草、立木、雑草、堆積物などを焼く野焼きや田畑の
あぜを焼くあぜ焼きのことを言いますとか、また森林に隣接している周囲１キロメートル
の範囲のどこどこ地区以外は該当しますよと明記したり、いろいろしている自治体がある
わけです。それであれば、やっぱり有効であるなと私も思うわけです。
いまだに上田市ではそれはないということで、先ほど言ったように昨年の２月に発生し
た大船渡の林野火災では、建物200棟以上が焼失し、１名がお亡くなりになったと。
また、昨年１月に発生したロサンゼルスの山火事では、１万数千以上の住宅が焼失し、30
人以上の貴い命が奪われたということでございます。
　本当に地球温暖化の影響で、ますます林野火災は大規模化といいますか、今まででは考
えられないような、大きなものになっております。こういった民家にまで影響を及ぼすよ
うな状況になっているわけでございます。



そんな中で、火入れの実効性のある条例にしなければいけないということで、私は質問さ
せていただきます。
　上田市における火入れの対象が、年に１回の菅平地区の野焼きだけであるとするなら、
今回の条例の改正は、市の火入れの解釈を見直さない限り意味がないと考えるが、見直す
考えがあるか、お伺いします。

◎産業振興部長（北沢健治君）　火入れの解釈を見直すべきとのお尋ねでございます。
　火入れは、森林の保全や活用などを目的に、森林または森林の周囲１キロメートルの範
囲内にある土地などでは、市町村長の許可を受けて、その指示に従わなければ火入れをし
てはならないこと。また、火入れの目的が造林のための地ごしらえ、開墾準備、害虫駆
除、焼き畑、採草地の改良のいずれかでなければ許可できないことなどが規定されており
ます。
　しかしながら、この火入れはたき火とは異なりまして、森林及びその周辺の土地で面的
に、議員もお話しありました面的に焼却を行うものとしておりますが、この面的な焼却行
為については、森林法等による統一的な基準や手引などに明確に示されてはおらず、実際
に焼却を行う幅員や延長、地形の状況などの実情に応じて、ケース・バイ・ケースで判断
すべきとされております。
　議員ご指摘のとおり、市では現在、面的な火入れの基準を明確化しておらず、市民の皆
様にとりまして、許可申請が必要な火入れに該当するか否かを判断しにくく、実効性に欠
けるという課題があることも認識しております。
この課題解決に向けましては、全国的に僅かではございます。先ほど議員からもお話ござ
いましたが、面的な火入れの基準を設定している自治体がございまして、許可を要する下
限面積を100平方メートルと設定するとともに、どういった焼却行為が面的な火入れに該
当するかの判断基準を具体的に示しております。
一方で、これに対して届出はされますけれども、申請されないものも含めての全ての火入
れに該当する行為については把握できていない、このようにも伺っております。
　市といたしましても、この林野火災を未然に防ぐためには、適切な判断を行うための基
準の整理が必要であると考えておりますが、違反した場合の罰則規定も伴うことから、こ
の規制の強化には市民のご理解も必要となることから、引き続き県などに相談するととも
に、消火活動や法的規制に関連する様々な専門機関等とも情報交換を行いながら、より具
体的かつ現状に即した判断基準について研究、検討してまいりたいと考えております。
　また、火入れ以外の焼却行為につきましては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律によ
りまして、原則として屋外での焼却、いわゆる野焼きは禁止されておりますが、風俗慣習
上などの行事や、土手焼など農林業を営むためにやむを得ないものとして行われる焼却
や、たき火など生活を営む上で軽微なものが例外として認められておりますので、この法
律の解釈や調整も必要になってくる、このようにも考えております。
　本年も全国で林野火災が発生し、市民の皆様の防火意識が高まる一方で、依然として野
焼きに起因する火災が発生をしておりまして、昔から慣習的に行っているという意識が
あってか、消防署への届出がされないまま焼却を行うケースが散見されます。
　市といたしましては、林野火災を未然に防ぐためには、実情に応じた届出がされるよう
周知徹底を図るとともに、まずは市民の防火に対する意識啓発が重要であると考えてお
り、また、これから特に林野火災が発生しやすい時期を迎えることから、今月の広報紙で
は山火事予防などの啓発記事を掲載するなど、引き続き市民の日頃からの防火意識の啓発
を強化してまいりたいと考えております。



　林野火災の発生は、消火活動が難航し、焼けた森林の回復には長い年月と多大な労力や
費用を要しますので、引き続き消防関係機関や庁内関係部局との連携を図りながら、火入
れの対象の具体化の研究等も含めまして、林野火災の予防に取り組んでまいりますので、
よろしくお願いいたします。
　以上でございます。


